





















































































































































































































































































































































































































































寒いので参加者が少なかった ／ 有意義と感じた ／ 防災について考える
良い機会であった ／ 水消火器の訓練は参考になった ／ 寒いので季節を
変えてほしい ／ 参加者が少ないし高齢者ばかり ／ 参加者の世代の幅を
拡げるべき ／ 他の住人と話が出来て良かった ／ 避難方法をもっと周知







理事会の付き合い ／ 囲碁クラブ ／ 町内会行事の草刈りやウォーキング
等を通じて ／ 地域の行事 ／ 思いやり ／ 声かけ ／ コミュニケーション
を意識して ／ 体が不自由になったことで、かえって交流が生じた ／ 妻
や子ども経由
　入居者同士の関係は重要と思うかとの質問は、「とても思う」９名、「まあ思
う」が６名であった。今後とも今回の訓練のような機会が必要かについては
「とても思う」「まあ思う」が14名、「どちらでもない」も１名あった。末尾の自
由記述欄には、避難訓練が年１回では少ない、これでは参加者が少なすぎる、
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顔を知らないので声のかけようがない、等といった書き込みがなされている。
５.５　クリスマス防災イベント
　さらにPJでは、クリスマスの時期に子ども達を対象にした防災イベントを
開催している。2020年12月20日に実施され、子ども８名と父母４名が参集し
た。子どもは小学校低学年の児童および幼稚園児で、うち１名は当マンショ
ンの住人ではなく、当マンションに仲の良い友人がいたことから誘われ参加し
た。実施項目とタイムスケジュールは以下のとおりである。
・10：00〜　PJ学生メンバーによる準備開始
・11：00〜　イベント開始（開会あいさつ・メンバー自己紹介など）
・11：05〜　ペットボトル･ライトの実演
・11：20〜　防災クイズの実演
・11：40〜　菓子の配布、雑談
・11：55〜　閉会挨拶
　最初のメニュー項目である「ペットボトル・ライト」は、スマートフォンの
照明をペットボトルで拡散させて簡易ランタンとして使う際、どの飲み物（お
茶か、炭酸飲料か）が適切か、ペットボトルの形状はどうかを、子どもたちに
予想させながら実験するという趣向である。停電時などにおける定番の工夫と
して知られているが、初めて目の当たりにする子どもたちには、かなりの驚き
をもって受け止められた。「防災クイズ」は、東京消防庁で作成した『みんなの
防災クイズ』（小学校低学年向け）７ をそのまま引用した。建物火災を想定した
内容だが、どの子どもも火事を経験したことがなく、ペットボトル・ライト同
様、新鮮な驚きがあったようである（図表５）。
　その他、PJの学生メンバーによる室内装飾も好評を得たが、クリスマスに
因んだスタッフの衣装や壁面の飾りつけは、印象度を高めるための工夫であっ
た。また、子どもの座るパイプ椅子にも、フリー素材を活用した防災イラスト
をシールにして貼付している。それらは地震や豪雨など災害タイプ別に描かれ
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たもので、椅子ごとにイラストは異なる。これは、いずれかを選んで座らせる
過程で、災害タイプが複数あることを無意識のうちに理解させるという意図に
よるものである（図表６）。なお、父母を通じての事後アンケートには、楽し
かった・面白かったという回答に加えて、「学校で友達に教えたい」としたも
のもあり、これも子ども向け防災啓発のポイントの１つと思料される。
６　考  察
　先行研究では、リスク認識・啓発活動・拠点性・行動促進・支援システム・
地域特性が論点として抽出された（図表７）。いずれも具体事例を伴う研究の
中核となった概念であり、ここでは検証の尺度とすることが可能と判断した
い。そして、検討の対象とするマテール穴生については、前節で、最近の主な
活動項目やトピックを時系列で紹介した。以上を受け、本節では６つの論点の
順にマテール穴生の防災対応について考察を加えていくこととする。
　まず、リスク認識である。マテール穴生で想定すべき災害タイプの第１が地
図表５　ペットボトル ･ライト
　　　　の実演
図表６　パイプ椅子に貼付された防災イラスト
（出所：筆者撮影）
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震であることは、多くの入居者が共通認識としている。それは、筆者らの作成
した防災マニュアルに明記した「中規模以上の地震被害と在宅避難」とのコン
セプトが、管理組合の理事会での協議などで違和感なく受け止められたことに
も表れている。しかし、地震にどのようなリスクが伴うかについては、多くの
住人の理解は十分ではない。管理組合の理事など一部の住人には「リスクの洗
い出しと先手を打っての対応」という高い意識が見られるものの、全体として
の意識レベルは低く、その実態は、各種防災イベントへの参加者の少なさとい
う形で顕在化している。
　次に、啓発活動についてだが、避難訓練後に開催したマニュアル説明会での
やり取りからは、的確な問題意識のあることが伺われる。そこでは、例えば、
避難時に介助の必要な住人リストの作成の要否、エレベータ停止時の階段降下
の方法と介助の役割分担、あるいは少人数でも対応可能な専用器具の備え付
けなど、かなり具体的な意見が交わされた。鹿島理事長によると、その種の議
論は管理組合の理事会でもかなり以前からあるという。以上から明らかなよう
に、ここで要点となるのは、啓発に繋がるような多くの住人が参加するイベン
図表７　地域の防災活動における６つの論点
（出所：筆者作成）
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トの有無であろう。問題意識がある以上、次に考えるべきは、それを実行する
効果的な手法ではなかろうか。
　拠点性の面では、マテール穴生は自ずからその要件を備えているともいえ
る。180戸、500名余が生活するマンションは間違いなく１つの街であり、防
災においては共同で対応する必然性がある。筆者らは本研究に先だち、地域コ
ミュニティにおける人間関係と防災対応の在り方について考察したが（村上･
隈本，2020）、そこで得られた知見の多くが１棟のマンションであるマテール
穴生にも適応し得るものである。ここで想定する中規模以上の地震が、マン
ション全体を襲うものであることを考えれば、単体拠点としての適切な防災対
応は不可欠であろう。
　行動促進に関する取組みを、単純に規定することは難しい。前掲の先行
研究でも「意識と行動のギャップ」という問題点が指摘されているが（榎田，
2017）、例えば、後述する支援システムを絡めての施策など、何らかの推進力
を伴うような仕掛けでなければ、促進そのものを議論することにあまり意味は
ないと思われる。ここでは、マテール穴生が「小規模なイベントを繰り返し行
うことが、いずれ大きな流れに繋がる」との期待感をもって行動している点を
確認するにとどめ、行動促進についての検討は機会を改めたい。
　支援システムの有効性については、先行研究で参照したとおりである。そし
てマテール穴生では、少なくともシステムとして捉えうるようなサポートは行
われていない。したがって、他の地域やマンションで効果の確認された支援シ
ステムを、マテール穴生にも導入するという選択肢はある。しかし、現状で
は筆者らのPJが実態に応じたサポートを試みているのであり、もし仮に、支
援システムを「第三者による何らかの支援」と広義に捉えるなら、PJによるサ
ポートもその１つであるとは言えよう。いずれにしても、支援の目的は「地域
の自律的な防災活動の実現」にあることから、PJとしてもより幅広い視点から、
各種取組みを提案していくことが求められている。
　そして地域特性である。全国には、地域の特性を活かしたユニークな防災活
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動の展開事例が少なくない。先行研究で取り上げた村中ら（2019）も、地域の
自然環境や建造環境の二面性を総合的に理解する必要があると指摘する。ま
た、マテール穴生と同じ北九州市内には『よこしろ防災チャレンジ』という優
れた事例がある。ここで成功要因の１つに挙げられるのが、新規居住者を積極
的に受け入れる校区単位での良好な人間関係である（村上，2020）。これは地
域特性の中でも、特に風土や文化として捉えうるものだが、こういったものも
防災活動に影響する要因となるのである。その意味で、マンションや集合住宅
の地域特性を特定することは簡単でない。現に町内会は、マテール穴生を含む
より広範な一帯で組織されている。マンション単体であるマテール穴生の特性
を議論することに意義はあると思われるが、ここではその必要性を確認するま
でとしたい。
　ここまで先行研究から抽出された論点をもって１つの事例を検証した。論点
はリスク認識ほかの６項目であり、事例には筆者らが活動をサポートしている
マテール穴生の防災対応を設定した。まだ緒に付いたばかりの防災活動である
が、一応に有意な考察が叶ったと思われる。本研究は、この過程を通じ、地区
防災計画の策定・実践に関するインプリケーションを引き出すことを目的とし
たものである。その点、これら６項目をマテール穴生の防災計画に、具体性を
もって盛り込むことの有用性は示された。
　地区防災計画の概要の項でも触れたが、本来的に地域における防災計画は、
地域の実情を踏まえ、一定のプロセスを経て作成されるものである。換言すれ
ば、より多くの地域住民が関与しつつ作り込んでいくものでもあろう。この認
識のもと、本研究では、動き始めた防災活動の中で必要事項を精査し、ある
いは試行錯誤をしながら計画項目をブラッシュアップさせていくという手順を
志向した。住民集会などで行政による「お仕着せ」の防災計画の採用を決議し、
その後の活動が伴わないというケースも散見されるが、こと地域の防災に関し
ては「初めに計画ありき」ではないのである。ここでは今後のマテール穴生の
望ましい防災計画策定のため、いくつかの有意なインプリケーションを得たほ
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か、この種の検証方法のメリット・デメリットも明らかになった。
７　おわりに
　本研究では、先行研究のレビューから抽出された論点に基づいて、マンショ
ン管理組合における取組みの適否や可能性について検証した。ここでのように
何らかの尺度を用いて特定の事例を検証するというのは、先行研究でも多く見
られる研究スタイルである。そして、そこから得られた知見にも参照すべき点
は少なくない。また、結果として、実践のための有意なインプリケーションも
引き出せる。
　問題は、それらの汎用性もしくは互換性である。防災に関する研究の多く
が、地域の活動を対象としたものである。それゆえ、それらを参照すること自
体が、それらに含まれる地域特性や地域に固有の事情をいかに捉えるかという
「二次的な問題」を惹起することとなる。行政が作成した防災マニュアルのひ
な型を安易に導入することは論外だが、例えば「〇〇県△△市ではこのやり方
が上手くいっているので、うちでも取り入れよう」などという発想が得てして
失敗しやすいのも、実は地域特性への配慮が欠けていることによるものと思わ
れる。
　むろん、地域特性のあることを十分に踏まえ、それでも最大公約数を求めて
いくというアプローチはあるかもしれない。しかし、その場合、先行研究で取
り上げられている具体事例をいかに扱うかに難しさが伴うであろう。このよう
な認識のもと、本研究では地区防災計画そのものではなく、計画策定における
基本的在り方を明らかにすることに主眼を置いた。その結果は考察の節で述べ
たとおりである。
　自然災害をめぐるわが国の現状にははなはだ厳しいものがあり、「共助」に
根ざした地域の防災活動についても、その重要性は高まる一方である。必然的
にこの分野における研究活動は活発化し、公表される研究も多数にのぼる。そ
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れらを参照し、よりよい地域防災を実現するには、研究成果の汎用性や互換性
にかかる不整合を一種のリサーチギャップと捉えることも必要と思われる。以
上を今後の課題として稿を閉じる。（了）
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